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 東彼杵町告示第５４号 

  

東彼杵町安全・安心住まいづくり支援事業実施要項の一部を改正する要綱をここに公布する。 

  

令和８年４月１日 

  

東彼杵町長 岡田 伊一郎 
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東彼杵町安全・安心住まいづくり支援事業実施要綱の一部を改正する要綱 

東彼杵町安全・安心住まいづくり支援事業実施要綱（平成１９年要綱第１３９号）の一部を次のように改正する。 

次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

 

改正後 改正前 

（用語の定義） （用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

（１） 旧基準木造住宅 昭和５６年５月３１日以前に建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号）第６条第１項に規定する建築確認を受け

て建築された戸建木造住宅（延べ面積の過半数の部分が住宅の用に

供されているものに限る。） 

（１） 旧基準木造住宅 昭和５６年５月３１日以前に建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号）第６条第１項に規定する建築確認を受け

て建築された戸建木造住宅（延べ面積の過半  の部分が住宅の用に

供されているものに限る。） 

（２） 新基準木造住宅 昭和５６年６月１日から平成１２年５月３

１日以前に建築基準法第６条第１項に規定する建築確認を受けて建

築された戸建木造住宅（延べ面積の過半数の部分が住宅の用に供さ

れているものに限る。） 

〔新設〕 

（３） （略） （２） （略） 

（４） 耐震改修計画 旧・新基準木造住宅のうち耐震診断の結果、

次に定める耐震化のための基準（以下「耐震基準」という。）に適

合しない住宅を、当該耐震基準に適合させるための改修計画 

（３） 耐震改修計画 旧    基準木造住宅のうち耐震診断の結果、

次に定める耐震化のための基準（以下「耐震基準」という。）に適

合しない住宅を、当該耐震基準に適合させるための改修計画 

ア 住宅の構造耐力上主要な部分 ア 住宅の構造耐力上主要な部分 

（ア） 耐震診断の診断表により求められる総合評価のうち上部

構造評点が１．０以上のもの 

（ア） 耐震診断の診断表により求められる総合評価のうち上部

構造評点が１．０以上のもの 

（イ） 地盤・基礎についての総合評価に注意事項がないもの （イ） 地盤・基礎についての総合評価に注意事項がないもの 



3/8 

イ 敷地、非構造部材 イ 敷地、非構造部材 

（ア） 屋根葺き材や屋根等に設置された設備が、地震の震動や

衝撃で落下しないもの 

（ア） 屋根葺き材や屋根等に設置された設備が、地震の震動や

衝撃で落下しないもの 

（イ） ブロック塀等が地震の震動や衝撃で倒壊することによっ

て、人に危害を与えないもの 

（イ） ブロック塀等が地震の震動や衝撃で倒壊することによっ

て、人に危害を与えないもの 

（５） 耐震改修工事 旧・新基準木造住宅のうち耐震診断の結果、

耐震基準に適合しない住宅を当該耐震基準に適合させるための改修

工事（当該住宅を撤去した土地で行う新築工事を含む。） 

（４） 耐震改修工事 旧    基準木造住宅のうち耐震診断の結果、

耐震基準に適合しない住宅を当該耐震基準に適合させるための改修

工事（当該住宅を撤去した土地で行う新築工事を含む。） 

（６） （略） （５） （略） 

（対象住宅） （対象住宅） 

第３条 この要綱による耐震診断士を派遣し、耐震診断を行う住宅（以

下「診断対象住宅」という。）本町内に存する戸建木造住宅で、次の

各号のいずれにも該当するものとする。 

第３条 この要綱による耐震診断士を派遣し、耐震診断を行う住宅（以

下「診断対象住宅」という。）本町内に存する戸建木造住宅で、次の

各号のいずれにも該当するものとする。 

（１） 旧・新基準木造住宅又は町長が別に定めるもの （１） 旧    基準木造住宅又は町長が別に定めるもの 

（２）～（４） （略） （２）～（４） （略） 

（補助金額） （補助金額） 

第８条 補助金の額は、耐震診断に要する費用の６分の５（上限は１１

３，０００円）とし、補助金は、協会に対する委託料として支払うこ

とにより、申込者に対する補助とする。 

第８条 補助金の額は、耐震診断に要する費用の３分の２（上限は４１，

０００円  ）とし、補助金は、協会に対する委託料として支払うこと

により、申込者に対する補助とする。 

（自己負担額） （自己負担額） 

第９条 第５条第３項の規定により、東彼杵町木造住宅耐震診断選定通

知書を受けた申込者は、第７条第３項の規定に基づき送付された納付

書により、協会の指定する日までに、耐震診断の費用のうち自己負担

額である２３，０００円を支払うものとする。 

第９条 第５条第３項の規定により、東彼杵町木造住宅耐震診断選定通

知書を受けた申込者は、第７条第３項の規定に基づき送付された納付

書により、協会の指定する日までに、耐震診断の費用のうち自己負担

額である２０，５００円を支払うものとする。 

別記様式１（第５条関係） 別記様式１（第５条関係） 
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（略） （略） 

 

〔新設〕 

別記様式２（第５条関係） 別記様式２（第５条関係） 

（略） （略） 
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〔新設〕 

別記様式４（第７条関係） 別記様式４（第７条関係） 

（略） （略） 



6/8 

 

〔新設〕 

別記様式５ 別記様式５ 

（略） （略） 
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〔新設〕 

別記様式１２ 別記様式１２ 

（略） （略） 
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〔新設〕 

 

附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 


